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   別紙３ 
                                                                                     

厚生労働行政推進調査事業費 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業(健やか次世代育成総合研究事業)） 

総括研究報告書 

 

都道府県や県型保健所による子育て世代包括支援センターの 

機能強化支援のための研究 

 

研究代表者 佐藤 拓代  

公益社団法人母子保健推進会議会長 

 

研究要旨 

【目的】 

令和２年度末までの全国展開が目指された子育て世代包括支援センター（以下、「センタ

ー」とする）が未設置である自治体に設置を促進するとともに、都道府県及び県型保健所

による事業評価システムを構築し、平成 29 年度から令和元年度に代表研究者が実施した

厚生労働科学研究「子育て世代包括支援センターの全国展開に向けた体制構築のための研

究」で作成されたセンター業務ガイドライン（改定案）とセンターにおける面談・支援の

手引きの普及啓発、及びそれらの効果的研修プログラムの開発を行う。さらに、令和元年

12 月に公布された改正母子保健法で市区町村における産後ケア事業が努力義務となり令

和３年４月に施行されたことからこれと協働し、センターにおける切れ目のない妊娠・出

産・子育て期における支援の充実と機能の強化をはかることを目的とする。 

【成果】 

1．センター設置の推進支援 

センター設置率が低い沖縄県の協力（県型保健所を含む）を得て、センター未設置の管

理職等にオンライン研修と意見交換会を行い、参加者から設置に向けて検討すると言った

手応えがあった。対面研修が可能なところでは講義やロールプレイの対人支援向上の研修

を行った。 

2．都道府県および県型保健所に対する調査 

郵送調査を行い 47都道府県 100％、354カ所の県型保健所から 87.9％の回答があった。

（1）都道府県調査 

令和２年４月１日現在、センター未設置市区町村が 39 カ所都道府県にあり、「状況把握」

89.7％、「情報交換会」46.2％等を行っていた。管轄保健所と連携しての取り組みは「情報

交換会」が 72.2％で実施されていた。センターの効果的な展開のための取り組みは、「関

係機関連携会議の開催」76.6％、「自治体の好取組の情報提供」44.7％が多く、「PDCAサイ

クルの推進支援」は 14.9％と少なかった。母子保健事業を評価する母子保健計画の策定が

厚生労働省から示されているが、95.7％で策定されており、含まれている内容は「子育て

世代包括支援センター事業」が 82.2％と多く、「県型保健所の関与」は 31.1％であった。
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自由記載で求めたセンター機能強化に必要と思われる支援を分類すると「人材育成支援」

40.4％、「情報共有・意見交換」が 34.0％と多くあげられていた。 

（2）県型保健所調査 

管内市町村数は平均 4.5カ所で、令和３年４月の管轄市町村のセンター設置率は 91.4％

であった。センターの設置および活動に関する支援は 63.3％が行っていたが、設置率との

関係は見られなかった。支援を行っている保健所では「関係機関の連携支援」75.9％が多

く、「地域の評価」11.5％及び「PDCAサイクルの推進支援」は 5.8％と少なかった。センタ

ーの設置および活動に対する支援を行っていない 36.7％では、理由が「すでに自治体がよ

く取り組んでいる」57.9％が最も多く、「保健所の役割でない」「センターについて知識が

ない」はどちらも 7.0％で少なかった。母子保健に関する会議は 89.7％が行っており、「母

子保健担当者会議」が 60.1％と多く、そのほか周産期等に関する会議やさまざまな会議が

もたれていた。自由記載で求めたセンター機能強化に必要と思われる支援を分類すると

「情報交換・意見交換」が 33.8％、「人材育成支援」が 17.4％と多くあげられていた。 

（3）都道府県と県型保健所の連携支援 

センターは 9割以上の市区町村に設置されており、次のステップは利用者にとって切れ

目のない支援を進めることである。自治体の評価や PDCA サイクルの推進は支援が十分と

は言いがたく、センター機能強化の都道府県と県型保健所の記述からは都道府県は「人材

育成支援」を、県型保健所は「情報交換・意見交換」を必要と考えており、都道府県と県

型保健所のさらなる連携による取り組みが重要である。 

 

Ａ．研究目的 

本研究は、令和２年度末までの全国展開が

目指された子育て世代包括支援センター（以

下、「センター」とする）が未設置の自治体

に設置を促進するとともに、都道府県及び県

型保健所によるセンターの事業を含む機能

強化支援を推進し、平成 29 年度から令和元

年度に代表研究者が実施した厚生労働科学

研究「子育て世代包括支援センターの全国展

開に向けた体制構築のための研究」で作成さ

れたセンター業務ガイドライン（改定案）と

センターにおける面談・支援の手引きの普及

啓発、及びそれらの効果的研修プログラムの

開発を行い、さらに、令和元年 12 月に公布

された改正母子保健法で市区町村における

産後ケア事業が努力義務となり令和 3年 4月

に施行されたことからこれと協働し、センタ

ーにおける切れ目のない妊娠・出産・子育て

期における支援の充実と機能の強化をはか

ることを目的とする。 

妊娠・出産・子育ては原家族から新たな家

族を作るプロセスでもあり、誰にでも困難が

生じうるという認識に立ち、妊娠届出や乳幼

児健診等の「点」の場面では把握されない利

＜研究分担者＞ 
山縣然太朗・山梨大学大学院総合研究部
医学域社会医学講座教授  

山崎 嘉久・あいち小児保健医療総合セ
ンター  

髙橋 睦子・恵泉女学園大学人間社会学
部教授  

福島富士子・東邦大学看護学部教授 
上原 里程・国立保健医療科学院政策技
術評価研究部部長 

上野 昌江・関西医科大学看護学部教授 
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用者目線に立った生活者の「面」での支援が

必要である。また、令和３年４月から市区町

村の努力義務となった産後ケア事業との連

携による利用者目線での取組も重要である。

保健所管内自治体の取組の情報交換や単独

自治体では少ない関係機関等の広域関係機

関の調整、母子保健と子育て支援が連携した

ことによる子育て状況の評価など、都道府県

と県型保健所がセンター設置と効果的な展

開に関与することを促進するために、都道府

県・県型保健所に調査を行うとともに研修等

を行い、効果的な妊娠・出産・子育て支援の

推進をはかる。 

令和２年度は、年度末までの全国展開が目

指されていることから重点目標を「センター

設置の推進」とし、特にセンター設置率が低

い北海道、徳島県、沖縄県に、それぞれ県及

び保健所の協力を得てオンラインを含めた

複数回の研修を行い、設置を推進することを

目的とした。 

令和３年度は、「都道府県等の自治体支援・

センターにおける対人支援技術の向上」を目

標として、引き続き設置が進まない県に設置

推進の支援を行うと共に、都道府県及び県型

保健所に調査を行い、機能強化に対する支援

の実態を把握し、保健所に対する産後ケア事

業との連携も含めたセンターの現地調査ま

たはオンライン調査を開始し、効果的な支援

について検討を行うことを目的とした。 

令和４年度は、「切れ目ない支援実施及び

実施体制構築」を目標として、都道府県・県

型保健所とセンター設置自治体が連携して

産後ケア事業も含めた妊娠・出産・子育てを

効果的に支援する、センター活動の手引き

（仮称）等の作成を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 以下の内容について、研究者が分担するの

でなく連携協力して研究を実施した。 

 

１．センターの設置推進支援 

センター設置率が低い沖縄県に、県および

県型保健所の協力を得て、対面またはオンラ

インによる研修を行った。 

 

２．都道府県に対する調査 

47 都道府県に郵送による質問紙調査を行

った。 

 

３．県型保健所に対する調査 

354カ所の県型保健所に郵送による質問紙

調査を行った。 

 

（倫理的配慮） 

本研究は自治体を対象としており、配慮を

要する情報は取り扱わない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．センターの設置推進支援 

  厚生労働省母子保健課による令和３年

４月１日現在の全国 1741市区町村のセン

ター設置率は 92.1％（参考資料１）であ

り、北海道は 58.1％、沖縄県は 56.1％と

設置が遅い状況である。新型コロナ感染

症患者が増加する中、やや状況が収まっ

た時期に沖縄県と県型保健所の協力を得

て、対面研修、オンライン研修を行っ

た。 

 

（1）オンライン研修開催 

沖縄県と共催で 10月 28日（水）に開

催し、沖縄県庁からオンラインでセンタ

ー未設置市町村を中心に、講義「母子健

康包括支援センターの機能～妊娠期から

の切れ目のない支援～」（参考資料２）に

引き続き、意見交換会を行った。意見交

換会は 13市町村から 53名、5カ所の保

健所から 9名が参加し、課長クラスが多

いグループ一つと、その他の職種等のグ

ループ二つに分かれ、それぞれに分担研
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究者が参加して実施した。 

センターの設置にかかる質問や設置が

困難な状況等が出され、センターが目指

す方向や設置の工夫等を共有することが

でき、具体的に検討するといった発言を

得ることができた。 

保健師が定着しないという発言もあ

り、事例に関する検討会等の研修を行っ

てほしいという要望があった。 

 

（2）対面研修実施 

  沖縄県庁および県型保健所の協力を得

て、沖縄県小児保健協会において 1日半

にわたり講義とワークショップ、面談支

援と支援プラン作成のロールプレイを行

った。延べ 38人の参加があった。（1）に

要望があったように、ここでも具体的な

支援に関する研修の要望があり、令和 4

年 1月に事例検討を実施する予定であっ

たが新型コロナウイルス感染症患者が急

増し、中止となった。 

 

２．都道府県に対する調査 

  47 カ所の都道府県に対して資料１の質

問紙調査を行い、回答率は 100％であっ

た。 

（1）センターの設置と活動の部署 

それぞれ違う部署が担当している県が

2県あったが、ほぼ全県において窓口は

母子保健担当部署であった（97.9%）。 

 

（2）センターに関する庁内（連携）会議 

センターに関する庁内（連携）会議を

設置しているところは６カ所（12.8%）の

みであった。 

 

（3）令和２年４月１日現在のセンター未設

置市区町村に対する取り組み 

  ８カ所は未設置市区町村が「なし」と

回答していたが、厚生労働省調査では未

設置市区町村が無いのは７カ所とされて

いたことから、1カ所は年度内の設置と

考えられた。未設置市区町村がある 39カ

所に設置促進の取り組みを尋ねた。 

「状況把握」が 35カ所（89.7%）と最

も多く、続いて「設置自治体を含む情報

交換会」が 18カ所（46.2％）、「設置自治

体の取り組み紹介」14カ所（35.9％）、

「設置にむけての進行管理」14 カ所

（35.9％）となっており、「未設置自治体

による情報交換会」は４カ所（10.3％）

と少なかった（図表１）。「その他」が 12

カ所（30.8％）あり、以下の内容が記載

されていた。 

・設置検討中に生じた疑問に対し、他

市町の情報を提供、未設置自治体に

は母子保健体制構築アドバイザーを

派遣し、現状と課題を把握し、解決

策について検討する場を設けた 

  ・令和２年度設置予定の自治体に令和

元年度中に県庁担当者と保健所職員

によってヒアリングを実施 

  ・令和２年度に一部自治体に対して

は、人材育成を兼ねて保健所が「計

画的な設置支援を実施」の記入があ

り、研修の実施 

・交付金の補助要件としてセンターの

設置を規定 

・保健所主催の母子保健担当者会議の

場面において補助金等の活用を説明 

令和３年４月１日現在のセンター設置率

は 92.1％と進んできているが、これらの

取り組みは未設置自治体が残っている都道

府県の参考になると考えられた。 

  管轄保健所が行っている内容は図表１

に示すように、割合としては「未設置自

治体も含めた情報交換会」が 18カ所中

13カ所（72.2％）で最も多く、「状況把

握」が 35カ所中 17カ所（48.6％）、「未

設置自治体による情報交換会」4カ所中 2
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カ所（50.0％）、「設置自治体の取り組み

紹介」「設置の意義等に関する講義等」

「設置に向けての進行管理」が約 3分の

一であった。保健所が管内自治体の状況

を把握し情報交換会を開催することが重

要と考えられた。 

  開催方法でオンライン研修の有無につ

いて訪ねたが、行っているところは２カ

所（4.3％）と少なく、「設置自治体も含

めた情報交換会」「設置自治体の取り組み

紹介」などであった。 

 

（4）センターの効果的な展開を進めるため

の取り組み 

 令和３年度に実施または実施予定のセン

ターの効果的な展開を進めるための取り組

みを、すべての都道府県に尋ねた。「関係機

関連携会議の開催」が 36カ所（76.6％）、

次いで「自治体の好取組の情報提供」が 21

カ所（44.7％）と多く、「センター事業評価

の支援」13カ所（27.7％）、「面談支援技術

の研修」11カ所（23.4％）、「PCDAサイクル

の推進支援」７カ所（14.9％）であった

（図表２）。「その他」は 14カ所（29.8％）

あり、以下の内容が記載されていた。 

・センターの現地確認調査 

・スキルアップ研修 

・各保健所において情報交換会や研修

会・事例検討会の開催 

・妊娠期からの切れ目のない支援として

研修を開催予定 

・支援プランの作成支援 

・市町村の保健と福祉担当課との連携強

化のための研修会 

・交付金の補助要件としてセンターの設

置を規定 

・母子保健事業における児童虐待予防の

ための研修会を開催 

・保健所主催の母子保健担当者会議の場

面で補助金等の活用を説明 

 取り組みを進めるための補助金等の財政

的説明と、連携強化、情報交換会や事例検

討会等の講義のほか、旧当研究班で平成 29

年度に未設置自治体に対して行った調査

で、子育て世代包括支援センター業務ガイ

ドラインの必須４事業それぞれに対して困

難を感じているのは「支援プランを策定す

ること」が多かったが、これを解消する支

援プランに関する研修も行われていること

がわかった。 

 図表２に示す管轄保健所と連携して実施

しているのは「関係機関連携会議の開催」

が 55.6％で、「自治体好取組の情報提供」

38.1％、「面談支援技術の研修」36.4％、

「センター事業評価の支援」は 30.8％であ

った。「PDCAサイクル推進の支援」7カ所の

都道府県のうち 1カ所（19.3％）だけであ

った。 

 

（5）（4）の取り組みで具体的に進めること

が難しいもの 

 具体的に取り組みを進めることが難しい

ものは「センター事業評価の支援」が 29カ

所（61.7％）と最も多く、次いで「PCDAサ

イクル推進の支援」が 24カ所（51.1％）、

「面談支援技術の研修」が 10カ所

（21.3％）であった（図表３）。（4）でよく

取り組まれていた「関係機関連絡機関会議

の開催」は 3カ所（6.4％）、「自治体好取組

の情報交換」は 2カ所（4.3％）と少なく、

難しいと把握されていなかった。「その他」

は 3カ所（6.4％）で、新型コロナウイルス

感染症で実施が阻まれたという回答が複数

得られた。 

 

（6）都道府県等の母子保健計画 

  平成 8年度に母子保健計画の策定が厚生

労働省より示され、また、「健やか親子 21

（第２次）」において地域間の健康格差の解

消のために、母子保健計画等において計画
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期間と達成すべき具体的課題を明確にした

目標の設定が必要であり、母子保健事業を

評価する仕組みの必要性等があることが指

摘されている。平成 26（2014）年 6月に母

子保健計画の策定に当たり参考になるもの

として、母子保健計画策定指針が示され

た。そこで、すべての都道府県に対して母

子保健計画の状況について尋ねた。 

  45 カ所（95.7％）で策定されており、

「策定予定あり」が 1カ所（2.1％）、「作成

予定なし」が 1カ所（2.1％）であった。策

定年度は平成 13（2001）年が最も早く 1カ

所で、多くが平成 26（2014）年以降で特に

平成 31（令和元年。2019）年が 15カ所で

あった。 

母子保健単独作成は 45カ所中３カ所

（6.7％）のみで、42カ所（93.3％）がそ

の他の計画に含まれて作成されていた。 

  45 カ所の計画に含まれている内容は、

「子育て世代包括支援センター事業」が最

も多く 37カ所（82.2％）、次いで「健やか

親子 21（第 2次）」が 31カ所（68.9％）、

「母子保健活動の評価」が 25カ所

（55.6％）、「県型保健所の関与」が 14カ所

（31.1％）、「成育基本法」は 13カ所

（28.9％）であった（図表４）。「その他」

は 4カ所から回答があり以下の内容が記載

されていた（複数回答あり）。 

 ・妊娠期から育児期に渡る切れ目がない

支援の提供に係る施策 

・不妊治療への支援・放射線に関する検

査・情報発信 

・妊娠 SOS相談事業 

・不妊・不育相談事業 

・思春期保健相談事業 

 

（7）センター機能強化に必要と思われる支

援 

 すべての都道府県に自由記載で求め、内

容を分類した。記載の多い順は以下のとお

りだった（図表５）。 

① 「人材育成支援」19カ所（40.4％） 

職員の質向上、人材育成に対する支援 

② 「情報共有・意見交換」16カ所

（34.0％） 

情報共有や意見交換、実態把握など情

報 に関する支援 

③ 「センター事業評価の支援」10 カ所

（21.3％） 

センター事業に対する評価指標の策定

など評価に対する支援 

④ 「困難事例に対する支援」それぞれ

「連携強化・ネットワーク」８カ所

（17.0％） 

・妊産婦支援や僻地問題等、各種困難 

事例に対する直接的な支援 

・各種関係機関、施設間の連携強化に 

ついて支援 

⑤ 「人材支援」６カ所（12.8％） 

人材不足に対するマンパワーの支援 

⑥ 「財政支援」５カ所（10.6％） 

補助金等財政的な支援 

   

単語では頻出するのが「支援」「人材」

「取り組み」「評価」などであり、テキスト

マイニングによる分析を行った。「センタ

ー」の「職員」の「人材」「確保」と、「セ

ンター」「職員」の「研修会」による「資質

向上」、そして「センター」の「課題」に対

する「研修」では「自治体」の「取り組

み」の「情報提供」が関係していた（図表

６）。 
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＜図表１＞未設置市区町村への設置促進の取り組み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜図表２＞令和３年度中に実施（予定含む）のセンターの効果的な展開を 

進めるための取り組み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＜図表３＞図表２の取り組みで具体的に進めることが難しいもの（複数回答） 
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＜図表４＞母子保健計画に含まれている内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表５＞センター機能強化に必要な支援内容の分類（自由記述から分類。複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜図表６＞センター機能強化に必要な支援内容のテキストマイニング 
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３．県型保健所に対する調査 

全国354カ所の県型保健所に対して資料２の

質問紙調査を行い、回答は311カ所（87.9％）

であった。新型コロナウイルス感染症で県型保

健所が多忙の中での回答に心から感謝する。 

 

（1）管内の状況 

管内市町村数は１カ所から18カ所で平均4.5

カ所であり、令和３年４月現在の保健所ごとの

市町村のセンター設置率は91.4％であった。厚

生労働省による令和３年４月１日現在の全国

市区町村設置率は92.1％であることから、政令

指定都市および中核市を除いた県型保健所の

設置率は全国と同等であるといえる。 

 

（2）センターの設置および活動に対する支援 

 支援を行っているのは191カ所（61.4％）で、

行っていないのは113カ所（36.3％）であった。

管内市町村の設置率と支援の有無を見ると、図

表７のように関係は見られなかった。設置率が

100％は249カ所であったが、支援あり157カ所

（支援あり191カ所の82.2％）、支援なし90カ

所（支援なし113カ所の79.6％）と、支援の有

無に差は見られなかった。先に支援が終わって

いる、あるいは保健所の支援の有無に関係なく

設置が進んでいる等が考えられた。 

＜図表７＞管内市町村の設置率と支援の有無 

 

 

（3）設置および活動に対する支援内容 

支援を「行っている」191カ所の保健所に内

容を尋ねた。最も多いのは「関係機関の連携支

援（会議開催含む）」145カ所（75.9％）であ

り、ついで「センター事業に関する研修」63カ

所（33.0％）、「自治体内の連携支援」61カ所

（31.9％）であり、「地域の評価」22カ所（1

1.5％）、「PDCAサイクル推進支援」11カ所（5.

8％）は少なかった（図表８）。「その他」は3

5カ所（18.3％）あり、以下に内容を示す。 

・設置促進のため、設置に向け、すでに設置

すみの市担当者より設置までの経過やメ

リット等報告する会議を実施 

・管内母子保健連絡会においてセンター事

業の実施状況に関する情報共有及びセン

ターの案内や支援プランの様式等に関す

る情報交換を実施 

・先駆的に活動する市町村の実践報告を聞

く場の提供 

・児童相談所と保健所で子供の安全安心ネ

ットワーク推進事業を展開し、児童相談所

主体で打ち合わせや研修会を実施 

・センター設置後も効果的な切れ目ない事

業展開が実施されるよう市が開催する母

子保健担当者会議で相談 

・町と一緒にセンター設置条件を確認、設置

方法の検討を実施 

・設置しないと考えているため、設置に向け

て随時管内自治体の担当者に働きかけを

行っている 

・センター主催のネットワーク会議への参

  加 

・家庭訪問の同行 

・子どもの切れ目のない支援体制整備に係

る関係者との情報交換会の開催（年２） 

・新規に設置した市町村への活動状況の把

握と今後の方向性の確認 

・子育て世代包括支援連絡協議会の委員と

して協議会に参加 

・産後ケア事業の進捗状況の確認 

・センター設置の進捗管理（ヒアリング/管

内３市の情報共有 

・各市町子育て世代包括支援センター活動

実績の取りまとめ 

60％未満
60～80％
未満

80～100％
未満

100%

20 29 13 249 311
6.4% 9.3% 4.2% 80.1% 100%
12 14 8 157 191

6.3% 7.3% 4.2% 82.2% 100%
7 13 3 90 113

6.2% 11.5% 2.7% 79.6% 100%
1 2 2 2 7

14.3% 28.6% 28.6% 28.6% 100%
不明

支援あり

支援なし

全体

センター設置数（率）
合計
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・事例検討会  

・産後うつなどのメンタルヘルスに不安が

ある母子に対する支援について研修を実

施 

・子育て世代包括支援センターに求められ

る機能について講演を企画・実施。子育て

世代包括支援センターにおける支援プラ

ン査定のためのガイドを作成・周知 

そのほか、新型コロナウイルス感染症により

未実施という記述が多く見られた 

設置ずみ及び未設置自治体に対する支援が

よく行われており、ネットワークの質の向上と

ともに個別事例に対する支援プランや事例検

討会など、地域を把握する県型保健所の機能が

現れている内容が示されていた。 

 

(4)（3）で回答された内容についての自由記載 

① 関係機関の連携支援（会議開催含む） 

  145カ所の行っている内容の自由記載を分

類した。「事例検討会やネットワーク推進検

討会等場の設定」114カ所（78.6％）がほと

んどであり、ついで「各種自治体開催の連携

会議への参加」35カ所（24.1％）であり、「児

童相談所、産科医療機関等との連携会議・研

修会の場の設定」12カ所（8.3％）であった

（図表９）。場の設定や会議への参加が多か

ったが、児童相談所や産科等との連携の場の

設定が行われていることは、国が検討を進め

ている子育て世代包括支援センターと市区

町村子ども家庭支援拠点が一緒になった施

設である「子ども家庭センター」（所管は子

ども家庭庁）における連携推進に寄与するこ

とが考えられた。 

  「連携システム体制の構築や評価指標・手

引きの作成」は6カ所（4.1％）と少なかった。 

特色があると考えられた記述内容は、以下

のとおりであった。 

・各町と産科医療機関との連携強化とハイ

リスク妊産婦の支援強化の目的で母子連

絡会を開催し、各町の産後ケア事業や精神 

 科の連携状況などの情報交換やハイリス

ク妊産婦・児の事例検討等を実施 

・管内産科・小児科を有する医療機関と連絡

会議を実施し、情報・課題を共有 

・保健師等専門職への研修連絡会議・養育支

援ネット検討会の開催 

・子育て世代包括支援センター設置推進会

議の開催 

・精神疾患を抱える妊産婦のために、保健機

関と産科・精神科医療機関がスムーズに連

携できる連絡体制構築 

・子育て支援員研修の見学実習先を調整 

・地域の妊産婦メンタルヘルスに関わる市

町、産科医療機関、精神科病院と顔の見え

る関係づくりと連携強化を図るための情

報交換会を実施し、産後うつや虐待等の発

生予防、早期発見への取り組みを実施 

・子どもの安全安心ネットワーク推進会議

にてセンター設置のメリットを伝達 

・事前にセンター設置・活動状況を調査し、

その資料を基にHC各市町で情報交換、質疑

応答の場を開催 

・養育者支援保健・医療連携システムの体制

整備、運用 

・児童相談所と保健所とが合同でセンター

を訪問し、取り組みや活動を把握し、未設

置の町へ情報提供することによって設置 

 の推進 

これらの内容は関係機関と連携した支援を

行う際に参考になると考えられた。 

 

② センター事業に関する研修 

研修は知識の習得、情報交換、参考になる

取り組み等を行う場であり、63カ所（33.0％）

について尋ねた。（5）で項目を起こして分析

する。 

 

③ 自治体内の連携支援 

行っている61カ所の自由記載の内容を分

類した。「事例の情報共有、意見交換の場
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の設置および会議への参加」が41カ所（67.

2％）、「要保護児童対策地域協議会・母子

保健部署等の課題共有・助言」21カ所（34.

4％）が多く、「特定妊婦等に関する支援・

研修」が７カ所（11.5％）、「センター設

置推進説明会・進捗状況の確認」６カ所

（9.8％）などであり、「ネットワーク構築

やガイドライン策定等の検討」や「運営に

関する助言」はそれぞれ3カ所、2カ所と少

なかった（図表10）。 

 

④ 地域の評価 

「地域の評価」を行っているのは22カ所で

あり、具体的な記述内容は以下の通りであっ

た。 

・児童相談所と連携、児童虐待予防を含めた

会議や研修会を開催 

・年度ごとに管内の設置状況や進捗状況の

まとめと情報共有、課題検討   

・妊娠期から子育て期に渡る切れ目ない支

援体制の評価 

・支援台帳の作成にかかる助言、支援ケース

の進行管理に係る助言 

・地元大学医学部の「子供の心の発達医学教

室」と管内の関係機関との協力で実施した

母子健康医療データをもとにした研究 

・母子保健業務連絡会において、ガイドライ

ンの事業評価の視点をもとに現状の運営

の振り返りを実施 

・管内センターに聞き取りや地域の評価を

実施 

・センター職員の「支援技術の向上のための

研修会」の後に、センター内や地域へアン

ケートを実施し研修の効果を確認 

・既存事業の点検、母子保健事業の取組状況

と課題の共有 

・子育て包括支援センター整備に係る管内

市町村の主な課題の共有 

・母子保健集計システム等を用いた集計と

データ分析、および結果のフィードバック 

・管内統一評価シートの作成、シートを用い

た市町村ごとの評価の場への参加・助言 

・ヘルシースタートおおいた地域専門部会

の開催（年１回） 

・子育て世代包括支援センター評価につい

ての調整会議(年１回） 

以上の内容は、具体的に県型保健所の機能と

して参考になる内容と考えられた。 

 

⑤ PDCAサイクル推進支援 

「PDCAサイクル推進支援」を行っているのは

11カ所であり、具体的な記述内容は以下の通

りであった。 

・管内保健師業務連絡会での研修会 

・乳幼児健診の精度管理と小学校入学前で

のASD累計発生率を地域の育児支援の根拠

と位置づけ課題解決を検討  

・市町で重点活動を選定、１年かけて計画・

実践・評価を行う。各段階で会議での発表、

意見交換を実施 

・「保健師現任教育体制整備事業」のPDCAサ

イクルの展開を用いた保健師活動研修会

において、現任教育の機会を提供 

・管内統一評価シートの活用による推進支

  援 

・現状や課題共有、評価指標の検討・提示 

・毎年、各市に年度当初にヒアリングを行い、

前年度の目標、事業の計画と進捗状況を確

認 

以上の内容は地域評価の記載と同様に、県型

保健所の機能として参考になる内容と考えら

れた。 

 

（5）センター事業に関する研修 

（3）で令和３年度に実施または実施予定の63

カ所について、自由記述ではなく項目を設け

て尋ねた。 

 

① 内容 

「講義」33カ所（52.4％）、「情報交換」3
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3カ所（52.4％）が多く、ついで「自治体の

取組報告」23カ所（36.5％）で、ロールプレ

イ等の「面談支援技術等実技」は１カ所（1.

6％）と少なかった（図表11）。「その他」

が18カ所あり、その内容は以下の通りであ

る。 

・困難事例に係る検討会 

・地域別サポート力向上研修会として実施 

・具体的な支援プランの立て方 

・講義及び事例検討 

・事例検討  

・県型保健所における取組報告 

・妊婦、子育て世代を対象とした文化施設

 での体験プログラムを実施し、対象者へ 

施設を紹介 

・妊娠出産包括支援事業とした県主催での

 研修・専門的知識を身につける目的の研

 修 

・地域で助産師が支援している事例・活動

 紹介 

・産後ケア事業情報交換。県（主催）から

 の情報提供（児相職員からの自児童虐待

 防止への取組報告。乳幼児健診の視聴覚

 検査の充実など） 

さまざまな内容が実施されており、事例検討

や産後ケアに関する情報交換とともに、県型保

健所の取り組み報告等が行われていた。 

 

② 自治体母子保健部署からの参加者 

研修を実施または実施予定の63カ所に、自

治体の母子保健部署からの研修の参加者に

ついて職種等を尋ねた。保健師が55カ所（8

7.3％）ともっとも多く、ついで助産師25人

（39.7％）、看護師12カ所（19.0％）等であ

った（図表12）。「その他」が７人（11.1％）

参加しており、栄養士、保育士、相談員等で

あった。 

管理職が10カ所（15.9％）で参加しており、

どのような内容に参加しているかクロス集

計を行った（図表13）。「講義」は全体では

参加率が52.4％であったが管理職は100％参

加し、「情報交換」は全体は52.4％であるが

「その他」の85.7％についで管理職は70.0％

と参加率が高かった。管理職は知識と管内の

情報を求めて研修に参加していると考えら

れた。 

 

③自治体子育て支援部署と児童福祉担当部

署の参加 

 研修を実施または実施予定の63カ所に対

して自治体の子育て支援部署と児童福祉担

当部署の参加を尋ねた。 

子育て支援担当部署の参加について記入

があったのは53カ所で、うち参加がある（予

定含む）は38カ所（71.1％）であった。また、

児童福祉担当部署について記入があったの

は51カ所で、うち参加がある（予定含む）は

22カ所（43.1％）であった。子育て支援担当

部署のほうが参加が多く、子育て世代包括支

援センターは母子保健と子育て支援の連携・

協同による支援を目指していることの表れ

と考えられた。 

図表14に研修の内容と子育て支援担当部

署の参加率、図表15に児童福祉担当部署の参

加率を示した。「面談支援技術等実技（ロー

ルプレイを含む）」を行っている保健所は1

カ所であったが、子育て支援担当部署も児童

福祉担当部署も参加率は100％であった。「面

談支援技術等実技」の研修に関心が高い可能

性がある。その他の研修でも子育て支援担当

部署の参加がある割合は高く、児童福祉担当

部署では「グループワーク」を除き参加が少

なかった。「グループワーク」はハイリスク

への支援がより重要な児童福祉担当部署で

は、必要性が高くなっている可能性がある。 

 

（6）「（2）センターの設置および活動に対す

る支援」において、支援を行っていない県型保

健所の理由 

支援を行っていない114カ所の保健所に複数
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回答で理由を尋ねた。最も多いのは「すでに自

治体がよく取り組んでいる」66カ所（57.9％）

が最も多く、ついで「人員がいない」15カ所（1

3.2％）であった（図表16）。「保健所の役割

でない」「センターについて知識が無い」はそ

れぞれ８カ所（7.0％）で多くはなかった。「そ

の他」が50カ所（43.9％）あり、自由記載の内

容を以下に示す。 

・コロナの為対応が困難(多数） 

・連携・協働はしているが支援はしていない 

・直接的にかかわる業務がないため 

・自治体からの依頼がない 

・センター機能の課題を把握できていない 

・県主催で研修会が行われている 

・支援ニーズが充分把握できていない 

・○○版ネウボラ構築事業を県が実施 

・母子保健コーディネーターを県が一括し

て育成している 

・母子保健に関する会議はほとんどの保健

所で行われているため 

・センター特化の支援ではなく母子保健対

策の一部と考えている 

・県の指針・ガイドライン等に支援が保健所

の役割と定められていない 

・市が中心となって支援しており、適宜市よ

り要請があった時に対応している 

・設置の際は頻回に会議や情報提供等を実

施したが、現在は各市町で軌道に乗って取

り組んでいる 

県がよく対応している等の事情が把握でき

たが、なによりも新型コロナウイルス感染症

蔓延で、対応しようとするが対応が困難な状

況がうかがわれた。 

 

「1．管内の状況」から求めたセンター設置

率と支援の有無とは特段の傾向は見られなか

ったが、さらに支援を行っていないところの理

由と設置率との関係を検討した（図表17）。セ

ンター設置率が100％では、全体に比べても「す

でに自治体がよく取り組んでいる」が多く、設

置推進の支援より「センターの効果的な展開」

に向けた、センター機能評価等の支援が必要な

状況と考えられた。 

60％未満では「その他」が全体の6.0％に比

べ12.0％と多く、理由が新型コロナウイルス感

染症によると考えられる内容が多かったこと

から、業務として取り組みにくかったことが考

えられる。設置率が60～80％未満では、「保健

所の役割でない」が全体の11.6％に比べて25.

0％と多く、また「センターに関する知識がな

い」も25.0％と多かったことから、県型保健所

のセンターに関する好取り組み例を示し、取り

組みの必要性を検討してもらうことが必要と

考えられた。 

 

（7）母子保健に関する会議 

センター設置への支援にかかわらずすべて

の保健所に、母子保健に関する会議について会

議名を自由記載で求めた。なんらかの会議があ

るのは279カ所（89.7％）、無いのは30カ所（9.

6％）、不明は2カ所（0.6％）であった。自由

記載の会議名を、母子保健担当者のみが参加し

ているのは「母子保健担当者会議」として、ま

た、広く関係機関が参加している場合は「母子

保健推進協議会等」、産婦人科等が参加してい

る場合は「周産期ネットワーク等会議」、発達

や障害に対する支援機関が入っている場合は

「療育・養育者支援等会議」として、分類した。

さらに、「子育て世代包括支援センター・妊娠

出産包括支援会議」は記載の名称どおりとし、

その他子育て支援関係機関がメンバーの場合

は「子育て支援等会議」として分類した。 

会議があるとした279カ所のうち、6カ所は記

載が無く、記載のあった273カ所の会議名を示

した（図表18）。もっとも多かったのは、自治

体保健師等の母子保健関係者の会議の「母子保

健担当者等会議」で164カ所（60.1％）で、つ

いで「母子保健推進協議会」71カ所（26.0％）

であり、「子育て世代包括支援センター・妊娠

出産包括支援」「子育て支援等会議」は少なか
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った。「子育て支援等会議」は母子保健の会議

と位置づけず回答されなかった可能性も考え

られる。 

それぞれの会議を複数開催しているところ

があったが、年間の開催回数を示した（図表1

9）。最も多いのは年に１回で129カ所（47.3％）

であり、ついで多いのは年２回の53カ所（19.

4％）であった。10回以上が８カ所（2.9％）あ

ったが、自治体保健師との担当者会議など日頃

から密に連携をとっている機関とのものが含

まれていた。 

 

（8）センターの機能を強化するために必要と

思われる支援 

 自由記載による記述回答をカテゴリー別に

分類し図表20に示した。多い順に以下に示した。 

① 「情報共有や意見交換」105所（33.8％）

情報共有の場を設けて欲しい、先駆の好

事例の情報が欲しい、センター間で意見

交換ができる場を作って欲しいなど 

② 「人材育成支援」54カ所（17.4％） 

専門的知識や対応スキルなどの研修、

職員の質の向上に対する支援など 

③ 「連携強化・ネットワーク」50カ所（16.

1％） 

関係機関やセンター同士の連携を強化

するための支援 

④ 「困難事例に対する支援」25カ所（8.0％） 

その地域ごとに抱える困難事例や特殊

な事例に対する支援 

⑤ 「センター事業評価の支援」22カ所（7.

1％） 

センター事業を評価する統一した指標

や基準を作って欲しいなど 

⑥ 「人材支援」16カ所（5.1％） 

人手不足による人材支援を必要など 

⑦ 「財政支援」６カ所（1.9％） 

補助金などの財政支援など 

 自由記載のテキストマイニングを、頻出頻度

が高い「情報共有」「母子保健」「開催」「事

業」「定期的」などの項目を用いて行った（図

表21）。母子保健に関する体制等を提供する意

見交換を行い、運営の機能、課題を解決する情

報共有が定期的に開催されることが関係して

いた。 
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     ＜図表８＞センターの設置および活動に関する支援内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     ＜図表９＞関係機関連携支援に関する支援内容（自由記載を分類。複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＜図表10＞自治体内の連携支援に関する支援内容（自由記載を分類。複数回答） 
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＜図表11＞センター事業に関する研修の内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表12＞センター事業に関する研修の参加者（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表13＞センター事業に関する研修の内容と参加者 
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＜図表14＞研修の内容と子育て支援担当部署の参加率（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表15＞研修の内容と児童福祉担当部署の参加率（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表16＞支援を行っていない保健所の理由（複数回答） 
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＜図表17＞管内市町村センター設置率と保健所が支援を行っていない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表18＞保健所の母子保健に関する会議（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表19＞保健所の母子保健に関する会議の年間開催回数 
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＜図表20＞センター機能強化に必要な支援内容（自由記載から分類。複数回答） 

 

＜図表21＞センター機能強化に必要な支援内容のテキストマイニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．センター活動評価手法の開発 

１．の研修を進めていく上で、センター活

動評価手法（PDCA）の検討を行った。 

 

５．面談・支援技術の向上 

１．の研修において、面談・支援の手引

き の啓発とロールプレイ等による研修を

行い、面談支援技術の向上を図るとともに、

面談・支援の利用者からの評価の視点等を

入れ、手引きのリバイスに着手した。 

 

 

 

Ｄ．考察 

沖縄県のセンター未設置自治体に対する働

きかけは、オンラインでも意見交換を行うこと

が有意義であった。また、設置が進んできてい

る自治体では、困難事例等への事例検討の要望

が出てきたが、これは都道府県や県型保健所の

「センターを機能強化するために必要な支援」

でもあげられていた。 

都道府県や県型保健所に対する調査から、評

価への支援やPDCA推進の支援が少なく、今後取

り組むべき課題と考えられた。また、都道府県

は「人材育成支援」が、県型保健所は「情報共
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有・意見交換」を多く必要と考えており、役割

を分担して連携して取り組むことの必要性が

示唆された。次年度の取り組みに生かしていく。 

 

Ｅ．結論 

 センター設置率の低い県に、県や県型保健

所の協力を得てオンラインで研修を行い、特

に意見交換を行ったことは有意義でセンタ

ー設置の機運が高まった。都道府県や県型保

健所に対する調査から、実施している支援は

地域の評価や PDCA 推進の支援が双方ともに

少なく、また機能評価に必要な支援はそれぞ

れが「人材育成支援」「情報交換・意見交換」

と考えており、それぞれの役割を連携させて

取り組むことが重要と考えられた。これらの

結果から県型保健所の好取組集を作成し、取

り組みに関する手引き（仮称）を作成する予

定である。 

 

Ｆ．健康危機管理情報 

  なし 
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機関の役割。月刊母子保健。744；8-9。2021 

4.佐藤睦子・上野昌江・大川聡子：児童虐待
予防においてかかわりが難しい母親との
信頼関係構築着目した熟練保健師の支援。
日本公衆衛生看護学会誌。10（1）；3-11。
2021 

 

２．学会発表 

1）佐藤拓代：子育て世代包括支援センター

（母子健康包括支援センター）が目指すも

の。第 68 回日本小児保健協会学術集会。

シンポジウム。2021 

2）佐藤拓代・秋山千枝子・鑓溝和子：産後ケ

ア事業の展開（その 1）全国調査から。第

68 回日本小児保健協会学術集会。一般演

題。2021。 

3）秋山千枝子・佐藤拓代・鑓溝和子：産後ケ

ア事業の展開（その 2）小児科診療所の取

り組み。第 68 回日本小児保健協会学術集

会。一般演題。2021。 

4）佐藤拓代：今求められる母子が健やかに

子育てできるまちづくり～母子保健と次

世代育成の施策～。第 52 回日本看護学会

学術集会。シンポジウム。2021 

5）佐藤拓代・安達久美子・鑓溝和子：産後ケ

ア事業の効果的な展開に向けて。第 62 回

日本母性衛生学会総会・学術集会。一般演

題。2021 

6）佐藤拓代・山縣然太朗・山崎嘉久・福島富

士子・上原里程・上野昌江：子育て世代包

括支援センターの全国展開の支援。第 80

回日本公衆衛生学会総会。一般演題。2021 

7）上野昌江・鑓溝和子・中板育美・佐藤拓

代：乳幼児健康診査未受診者等に対する取

組に関する研究（第 1報）～市区町村の取

組～。第 80 回日本公衆衛生学会総会。一

般演題。2021 

8）鑓溝和子・上野昌江・中板育美・佐藤拓
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代：乳幼児健康診査未受診者等に対する取

組に関する研究（第 2報）～都道府県の役

割～。第 80 回日本公衆衛生学会総会。一

般演題。2021 

9）佐藤拓代：JaSPCAN学術集会における研究

倫理の現状と対応～研究倫理を「ジブンゴ

ト」として考える～。第 27 回日本子ども

虐待防止学会学術集会かながわ大会。シン

ポジウム。2021 

10）佐藤拓代：予期しない妊娠を自己責任に

しない支援の拡がり～民間力を生かした

妊娠 SOS の立ち上げ～。第 27 回日本子ど

も虐待防止学会学術集会かながわ大会。シ

ンポジウム。2021 

11)山崎嘉久：COVID-19禍での乳幼児健康診

査の実施状況について。第 68 回日本小児

保健協会学術集会。シンポジウム。2021 

12)杉浦至郎・山崎嘉久：特定妊婦に関する

情報共有の実態調査。第 68 回日本小児保

健協会学術集会。一般演題。2021 

13)佐々木渓円・杉浦至郎・山崎嘉久・小枝

達也：全国市区町村調査からみた新型コロ

ナウイルス感染症の流行下における乳幼

児と保護者の状況。第 68 回日本小児保健

協会学術集会。一般演題。2021 

14)前川貴伸・小枝達也・小倉加恵子・河野

由美・山崎嘉久・佐藤真理・松裏裕行：「乳

幼児健康診査身体診察マニュアル」に準拠

した乳幼児健診の有効性の検討。第 68 回

日本小児保健協会学術集会。一般演題。

2021 

15)山崎嘉久：国内に暮らす在留外国人の子

どもの保健医療。第 32 回日本小児科医会

総会フォーラム。教育講演。2021 

16)Mutsuko Takahashi ： The issues on 

infant mental health in Japan under 

the COVID-19 crisis - risk and 

protective factors。The 17th Annual 

Conference of East Asian Social Policy 

Research Network。一般演題。2021 

17）金子真史・小島弘・石川直明・富岡由美・

大橋桃子・伊香賀俊治・小泉貴子・福島富

士子・峰友紗・石井朱音：冬季住宅内温熱

環境と母子の健康に関する調査 その１：

母親の月経随伴症状との関連。日本建築学

会関東支部研究会。一般演題。2021 

18）大橋桃子・小島弘・石井直明・富岡由美・

石井朱音・伊香賀俊治・小泉貴子・福島富

士子・峰友紗：冬季住宅内温熱環境と母子

の健康に関する調査 その２：子供の発

熱・風邪との関連。日本建築学会関東支部

研究会。一般演題。2021 

19）金子真史・小島弘・石川直明・富岡由美・

大橋桃子・伊香賀俊治・小泉貴子・福島富

士子・峰友紗・石井朱音：冬季の住宅内の

温熱環境が母子の健康に及ぼす影響に関

する研究 その３：児童の身体活動と住環

境の関連。日本建築学会関東支部研究会。

一般演題。2021 

20) 上原里程：成育医療等基本方針の母子

保健領域の指標：「健やか親子 21（第 2

次）」より．第 80回日本公衆衛生学会総

会．シンポジウム．2021 

21）大川聡子・眞壁美香・金谷志子・上野

昌江：未就学児を育てる母親の逆境的小

児期体験(ACE)の実態と第 1子出産年齢に

よる比較．日本地域看護学会第 24回学術

集会, 一般演題, 2021 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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＜資料１＞ 
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＜資料２＞ 
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＜参考資料 1＞都道府県別子育て世代包括支援センター設置状況：令和 3年 4月 1日現在 

                           （厚生労働省母子保健課調査） 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て世代包括支援センターの設置状況
子育て世代包括支援センター実施状況調査 2021年（令和3年4月1日現在）

全国
1603市区町村
（92.1%）

北海道地方 東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
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＜参考資料 2＞沖縄県研修における講義資料 
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 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

佐藤拓代 母子保健 清水忠彦・
佐藤拓代 

わかりやすい
公衆衛生学 

ヌーヴェ
ルヒロカ
ワ 

東京都 2022 
 

151-165 

佐藤拓代 母子保健の動向 福井トシ子 新版助産師業
務要覧第3版
Ⅱ実践編 

日本看護
協会出版
会 

東京都 2022 2-9 

佐藤拓代 健やか親子21 福井トシ子 新版助産師業
務要覧第3版
Ⅱ実践編 

日本看護
協会出版
会 

東京都 2022 10-15 

佐藤拓代  佐藤拓代 母子保健地域
活動ノート 
子ども虐待と
母子保健施策
の知識 

母子保健
推進会議 

東京都 2021 1-48 

佐藤拓代 妊娠を自己責任に
せず0日死亡をな
くす 

佐藤拓代 見えない妊娠
クライシス 

かもがわ
出版 

京都市 2021 14-39 

福 島 富 士
子 

 福島富士子 産前・産後ケ
ア ここから
始まるコミュ
ニティづくり 

財界研究
所 

東京 2021  

上原里程 母子保健の水準 辻一郎・小
山洋 

シンプル衛生
公衆衛生学20
21 

南江堂 東京 2021 237-241 

上原里程、
山 縣 然 太
朗 

母子保健の課題 辻一郎・小
山洋 

シンプル衛生
公衆衛生学20
21 

南江堂 東京 2021 242-246 

上原里程 母子保健 中村好一・
佐伯圭吾 

公衆衛生マニ
ュアル2021 

南山堂 東京 2021 97-107 

上野昌江 公衆衛生看護活動
の対象、場、活動方
法 

上野昌江・
和泉京子 

公衆衛生看護
学第3版 

中央法規 東京 2021 3-5 

上野昌江 公衆衛生看護と地
域看護、公衆衛生
看護の機能 

上野昌江・
和泉京子 

公衆衛生看護
学第3版 

中央法規 東京 2021 10-16 
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  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 

佐藤拓代 若年妊娠への支援 こころの科学 223号 79-83 2022 

佐藤拓代 小児歯科と子ども虐待 小児歯科臨床 26巻3号別
冊 

6-41 2021 

佐藤拓代 事故でも虐待でも支援
が必要な親子である認
識を 

親子保健 270号 1-3 2021 

佐藤拓代 子育て世代包括支援セ
ンター (母子健康包括
支援センター )が目指
すもの 

小児保健研究 80巻6号 736-740 2021 

佐藤拓代 妊娠・出産・子育ての切
れ目ない支援と子育て
世代包括支援センター 

三重県医報 733号 15-16 2021 

山崎嘉久 わが国の小児保健にお
ける関心領域の変遷 

 

小児保健研究 80(5) 550-557 2021 

山崎嘉久 『小児保健研究』初巻
から辿る子育て支援へ
の道 

小児保健研究 80(3) 359-363 2021 

山崎嘉久 外国人小児が抱える医
療上の問題点 ～日本
小児科医会員調査より 

小児科 62(3) 223-229 2021 

山崎嘉久 新たな乳幼児健診に向
けて  －スクリーニン
グ対象疾病の整理 

小児内科 53(3) 329-333 2021 

Kimiko Ueda, 
Aya Goto, Tosh
ikazu Imamoto, 
Yoshihisa Yama
zaki 

An Inclusive Early Inte
rvention Program for C
hildren with Disabilitie
s: Possible Impacts on 
Children and Nursery T
eachers 

Frontiers in 
Rehavilitaito
n Sciences 

Volume 2, 
Article 759
932 

1-6 2021 

髙橋睦子 子育て家族のための切
れ目ないケアシステム
の構築に向けて〜「子
育て世代包括支援セン
ター」を中心とした、子
育て支援体制の展望〜 

おおさか市町
村職員研修研
究センター研
究紀要 

第25号 43-52頁 2022 

上原里程、秋山有
佳、市川香織、尾
島俊之、松浦賢
長、山崎嘉久、山
縣然太朗. 

後期早産と妊娠・出産
の満足との関連：一般
住民を対象とした横断
研究. 

厚生の指標 69(1) 25-33 2022 

上野昌江 乳幼児期の死亡を予防
する保健機関の役割 

月刊母子保健 744号 8-9 2021 

佐藤睦子・上野昌
江・大川聡子 

児童虐待予防において
かかわりが難しい母親
との信頼関係構築着目
した熟練保健師の支援 

日本公衆衛生
看護学会誌 

第10巻1号 3－11 2021 

  


















